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都 道 市 区 番 号

府 県 区 町 丁目 番地

郡

２．会社全体 ３．日程
都 道 市 区

本社所在地 府 県 区 町 １．会社 株式、 有限 1.  1～ 49人 5. 500～ 999人 1.
郡 村 合資、 合名 2.50～ 99人 6.1000～4999人 2.

都 道 3.100～300人 7.5000人～ 3.
府 県 4.301～499人 4.

４．面積㎡ ５．工場の機能 ６．地目地価
1.田 4.山林 7.工場跡地

1.本社工場 2.畑 5.原野 8.その他

2.製造拠点工場 3.宅地 6.埋立地

3.分工場（一貫型） 1.有（基礎研究）
4.分工場（部分型） 2.有（応用研究）
5.新規事業工場 3.有（開発研究）

4.無

７．立地地点・工場移転等 　　距離（百ｍ）
※ ※ 1.ある　2.ない

1.内  陸 工業団地名

2.準臨海 1.売却（公的機関） 1.工場

3.臨  海 2.売却（民間） 2.集合住宅

1.移転でない 都 道 市 区 番 3.賃貸（公的機関） 3.一戸建て住宅

※ 府 県 区 町 号 4.賃貸（民間） 4.商業施設

2.全面移転 郡 村 5.自社で利用 5.事務所 6.緑地

6.地主へ返還 7.研究所

3.一部移転 7.未定 8.レクリエーション施設

9.その他 10.未定

９．立地地域及び立地地点選定理由 海外立地と比較しての国内立地選定理由
　 （新設のみ。主な選定理由を３つ選び○で囲み、その中で最も重要 　　（新設のみ。主な選定理由を３つ以内選び○で囲み、その中で最も

な理由を◎で囲んでください。（　）内は具体的に記入してください。） 重要な理由を◎で囲んでください。）

1.空港を利用できる

2.港湾を利用できる 1.北米 1.原材料等の入手の便 1.原材料の入手の便

3.高速道路を利用できる 2.中南米 2.市場への近接性 2.市場への近接性

4.鉄道を利用できる 3.中国 3.関連企業への近接性 3.関連企業への近接性

14.用地面積の確保が容易 5.その他輸送施設の便 4.韓国・香港・台湾 4.労働力の確保 4.良質な労働力の確保

6.必要な用地面積の確保 5.東南アジア 5.当該国・地方公共団体の

7.工業団地である 6.その他アジア 　助成・協力 6.国・県・市・町の助成・協力

8.周辺環境からの制約が少ない 　（中東含む） 6.用地入手の安易さ 7.良好な労使関係

9.従業員の通勤の便 7.ヨーロッパ 7.産業基盤整備の進捗 8.対事業所サービス業の充実

17.その他 10.県・市・町等のあっせん 8.オセアニア 8.技術情報の入手が容易 9.産業基盤が整備されている

11.経営者等の個人的なつながり 9.アフリカ 9.為替問題への対応 10.学術研究機関の充実（産学共同等）

12.他企業と共同立地 10.地域検討せず 10.当諸国の通商問題（当該国 11.流通機構が整備されている

13.その他 11.検討無 　が輸入規制を行っている等） 12.政情・治安の安定

(                          ) 11.その他 13.言語・文化・生活様式の都合

　（　　　　　　　　　　　　　　　　） 14.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１０．輸送計画（主要原材料として再生資源（廃棄物から取り出した原料）を用いる場合には、当該原材料を○で囲んでください。）

1.自動車 3.船舶 1.北海道 3.関東 5.北陸 7.中国 9.九州 11.海外

2.鉄道 4.航空機 2.東北 4.東海 6.近畿 8.四国 10.全国

1.自動車 3.船舶 1.北海道 3.関東 5.北陸 7.中国 9.九州 11.海外

2.鉄道 4.航空機 2.東北 4.東海 6.近畿 8.四国 10.全国

１１．労働力 １２．用水 １３．用途水 １４．排水

1.中卒 6.専門学校卒 1. ２０才未満

2.高卒 7.その他 2. ３０才〃

3.工専卒 8.問わず 4. ４０才〃

4.大卒 5. ４０才以上

5.大学院卒 6. 問わず
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新幹線駅
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1.国(公団等をいう。）

2.地方公共団体（公社等を含む。）

3.民間

移転の場合の旧工場跡地の処分の予定

国道
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８．立地地点からの

百ｍ

排水路

水 路 名

3

6

専 用 排 水 路

農 業 用 排 水 路

万 千

5

6

7

8

海 水

回 収 水

そ の 他

洗 浄 用

冷 却 用

2

原 材 料 名

（　　　　　　　　　　）
8.県・市・町の助成・協力

12.対事業者サービス業・流通業
への近接性

表 流 水

5.人材の確保（理工系大
学・工専への近接性

6.本社への近接性

7.国の助成・協力

（　　　　　　　　　　）

ボ イ ラ ー 用

原 料 用

公 共 下 水 道

海 へ 直 接

地 下 浸 透

3 伏 流 水

工 業 用 水 道

上 水 道

製 品 処 理 用

4

1

う ち 地 場 雇 用 者 数

主たる水源

地 下 水
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立 地 工 場 の
予 定 従 業 員 数

水源名 取水量（ｍ３／日） 番号 用途 排水量（ｍ３／日）用途量［ｍ３／日） 番号

海外立地検討の有無
（検討有の場合、検討

地域を選択）

海外立地と比較しての国内選定理由
（海外立地検討有のみ）

主 要 取 引 地 域［該当する地域の項を３つ以内で○で囲んでください］

製 品 名

量（ｔ／月） 主な輸送手段※

15.地価

4.労働力の確保

2.市場への近接性

3.関連企業への近接性

1. 新 設

※工業団地内で

延べ建築面積

建築面積

工 場 の 敷 地 内 に 研 究 開 発 機
能 を 付 設 す る 予 定 の 有 無

千万 百万 十万

　（複数回答）

一万 千 百

工場設置届出書附属説明書
兵庫県

※印の欄は、該当する項を１つ選び○で囲んでください。

従業員数※ 外資比率※資本金

設備投資総額

用地取得年月
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部署名

（　　　　　　　）　　　局　　　　　　番
（内線　　　　　　　　　　　　　　）

電話

フリガナ

会社・工場名

工場建設地

万 千 百

旧工場移転分の建築面積（㎡）

十 一

※工業団地内
である場合そ
の事業主体

十

十千 百

旧工場移転分の敷地面積（㎡）

一

２．組合・その他法人

6.その他
（　　　　　　　）

※ 工 場 の 予 定 機 能
敷地面積

学歴

主要原材料・製品名

千 百 十

年齢

主 体 と な る 地 場
雇 用 者 の 性 別

主体となる地場雇用者※

十万

16.良好な住環境（教育、ショッピ
　　ングセンター、娯楽施設、医
　　療施設を含む）

13.学術研究機関の充実（産学共
　同等）

工 場 の
移 転

7

2

3

4

5

6

8

9.経営者等の個人的つながり

10.他企業との共同立地

11.工業用水の確保

経営組織※

立地地点 （用地） 選定理由立地地域 （市町） 選定理由

千万 百万

1

月

年 月

（蒸散、回 収水 等）

年

7

一 般 下 水 路

そ の 他

温 調 用

生 活 用

港湾ふ頭

空港

人口１５万人
以上の都市

5.人材の確保（理工系大学・工専等への近接性）

海外立地の検討を行った理由
（海外立地検討有のみ）

5

うち用地取得費

月

操業開始年月

百万
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50～99%
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処分の形態※

十万

番地

千万

処分の予定用途※

万

丁目

1.男　子（　　　）人

2.女　子（　　　）人

3.問わず（　　　）人

そ の 他

秘 


